
千葉市監査委員告示第１４号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、定期監査、

行政監査及び財政援助団体等監査の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉

市長から通知がありましたので、公表します。 

 

    令和２年１０月２９日 

 

千葉市監査委員 大 木 正 人 

同       宮 原 清 貴 

同       伊 藤 康 平 

同       向 後 保 雄 

 



２千総総第５９４号 

令和２年１０月２１日 

 

 千葉市監査委員 大 木  正 人 

 同       宮 原 清 貴 

 同       伊 藤 康 平 

 同       向 後 保 雄 

 

千葉市長 熊 谷 俊 人   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 平成２９年度監査報告第１０号、平成３０年度監査報告第１１号、平成３１年度監査報告

第８号及び第１０号により報告のあった監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により別紙のとおり通知します。 

 

 

様 



 

 

報告書番号 ２９監査報告第１０号 

監査の種類 事務事業定期監査（行政監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）イ 補助事業の変更に係る承認審査を

適正に行うべきもの（市民局） 

    補助金等交付規則第５条第１項第１

号によると、市長は、補助金等の交付

を決定する場合において、補助金等の

交付の目的を達成するため必要がある

と認めるときは、条件を附するものと

されている。また、公益財団法人千葉

市スポーツ振興財団運営補助金交付決

定通知書に、「補助事業の内容、経費の

配分又は遂行計画の変更をする場合に

は、市長の承認を受ける」との条件が

附されている。 

    しかしながら、同補助金においては、

市長の承認を受けることなく遂行計画

の変更に伴う経費の配分変更が行われ

ていた。 

    補助事業の変更に係る承認審査につ

いては、規則等に基づき適正に行われ

たい。 

 

 

 

 補助金の交付条件については、平成３１年

４月１日付けで、公益財団法人千葉市スポー

ツ協会運営補助金交付要綱を改正し、変更承

認を必要とする基準を明示した。 

また、補助事業の変更については、公益財

団法人千葉市スポーツ協会に対し、改正され

た要綱に基づき適正な事務処理を行うよう

指導した。 

 

「公益財団法人千葉市スポーツ振興財団」は、平成 31年 4月 1日付けで千葉市体育協会と統

合し、「公益財団法人千葉市スポーツ協会」に名称変更。 

 



 

 

報告書番号 ３１監査報告第８号 

監査の種類 事務事業定期監査（行政監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）飼料の調達事務を適正に行うべきもの

（都市局） 

契約規則第２１条の２によると、随

意契約によることができる額として、

財産の買入れについては、予定価格が

１６０万円以下の場合とされている。 

    しかしながら、一部の飼料の調達事

務においては、予定単価に予定数量を

乗じた予定価格の総額が１６０万円を

超えているにもかかわらず、入札を実

施せず随意契約により発注していた。 

    飼料の調達に当たっては、予算執行

の透明性・経済性・競争性・公平性を

阻害することのないよう、適正に事務

を行われたい。 

 

 

 

 飼料の調達については、令和２年１月７日

付けで、都市局長から各所属長に対して、契

約規則に基づき、適正に行うよう通知を行

い、所属職員に対し周知徹底し、以後、適正

な運用を行っている。 

 

（３）業務の発注事務を適正に行うべきもの

（都市局） 

    契約規則第２２条によると、契約に

当たっては、あらかじめ予定価格を定

めなければならず、その額は価格の総

額とされている。 

    また、同規則第２３条第１項による

と、予定価格が１０万円未満の場合は

一者による随意契約とすることができ

るとされている。 

    しかしながら、一部の業務委託等に

ついては、必要な業務を一括で発注せ

ずに、１０万円未満に分割して、同一

業者に複数回発注しているが、契約金

額を合算すると１０万円以上になって

いることから、予定価格が１０万円未

満となるよう意図的に発注を分割した

ものと評価される。 

    業務の発注に当たっては、予算執行

の透明性・経済性・競争性・公平性を

阻害することのないよう、適正に事務

を行われたい。 

 

 

 

 業務委託等の発注については、令和２年１

月７日付けで、都市局長から各所属長に対し

て、契約規則に基づき、適正に行うよう通知

を行い、所属職員に対し周知徹底し、以後、

適正な運用を行っている。 

 



 

 

（４）予定価格を適正に積算すべきもの（教

育委員会） 

契約規則第１０条第１項及び第２２

条によると、契約事務担当職員は、仕

様書、設計書等によって積算し、予算

の範囲内において予定価格を決定しな

ければならないとされている。 

しかしながら、修繕料、委託料、備  

品購入費等の予定価格について、設計

書等による積算が確認できない事例が

散見された。 

予定価格については、規則に基づき 

適正に行われたい。 

 

 

 

予定価格については、令和２年度契約分か

ら、仕様書、設計書等により、適切に積算し

ている。 

 

 



 

 

報告書番号 ３１監査報告第１０号 

監査の種類 事務事業定期監査（行政監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

２（１）予定価格を適切に積算すべきもの（こ

ども未来局） 

    契約規則第１０条第１項及び第２２

条によると、契約事務担当職員は、仕

様書、設計書等によって積算し、予算

の範囲内において予定価格を決定しな

ければならないとされている。 

    しかしながら、児童相談所における

業務委託等の予定価格については、仕

様書、設計書等による積算が確認でき

ないものが散見された。 

    予定価格の決定に当たっては、仕様

書、設計書等により、適切に積算され

たい。 

 

 

 

予定価格については、令和２年度契約分か

ら、仕様書、設計書等により、適切に積算し

ている。 

 

 


